
I．は　じ　め　に

　20 世紀半ばに始まった熱帯林減少は地球規模の環境問
題として注目を集め，1970 年代から森林減少の実態把握
や原因究明の調査研究が活発に行われた。21 世紀に入る
と，森林減少が温室効果ガス（GHG）の主要な排出源で
あること，そのため森林減少の防止が温暖化対策に不可欠
であることが広く認識されるようになった（IPCC 2007）。
国連が 2030 年までに達成すべき目標として掲げる SDGs 
（持続可能な開発目標）においても，ゴール 15 のターゲッ
ト 15.2「2020 年までに，あらゆる種類の森林の持続可能
な経営の実施を促進し，森林減少を阻止し，劣化した森林
を回復し，世界全体で新規植林及び再植林を大幅に増加さ
せる。」に，森林減少の阻止が目標に掲げられている（外
務省 2021）。
　森林減少を防止するための国際的な仕組みとして，
REDD＋（途上国における森林減少・森林劣化に由来する
排出の抑制，並びに森林保全，持続可能な森林経営，森林
炭素蓄積の増強）がある。REDD＋は，途上国での森林減

少・劣化の抑制や森林保全による GHG排出量の減少や炭
素蓄積量の増加に対して経済的利益を与えるものである。
REDD＋の検討は国連気候変動枠組条約（UNFCCC）の
2005 年締約国会議（COP）で始まり，2013 年 COPで基本
的枠組みが決定した。UNFCCCの REDD＋事業は国や準
国レベルで 2020 年以降の実施と決まったが，それに先立
ち，各国，国際機関，企業，NGOが自主的な取組として
途上国の能力開発支援やパイロット事業などを積極的に展
開している。これまでの REDD＋の取組については，途上
国の森林モニタリング技術の向上や森林減少の原因把握な
どに貢献が認められるものの，森林減少・劣化の抑制とそ
れによる排出削減において期待された効果は得られていな
い（Angelsen et al. 2018）。
　現在実施されている森林減少対策としては，保護地域の
拡大，森林地域の新規開発の停止，農産物の認証制度，企
業への投資抑制などがあげられる（Angelsen 2010；Lambin 
et al. 2014）。取組の中には効果が認められるものもあるが，
効果の持続性や対象地域への経済的影響などの懸念も提起
されている（Soares et al. 2010；Miranda et al. 2016）。例えば，
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保護地域の設定が地域住民の利用可能な土地を制限する可
能性や，取組の森林減少削減の効果は持続するのかという
持続性の問題，そして対象地域の住民が経済的不利益を被
る可能性などが懸念されている（Larson 2011；Poudyal et 
al. 2016；Miyamoto 2020）。
　これまでの森林減少防止の取組は，総じて森林減少の削
減に十分な成果を上げていないというのが概ねの評価であ
る（Angelsen et al. 2018；NYDF Assessment Partners 
2019）。取組が難航する理由は，有効な対策が選択できて
いないためである。それは，森林減少の根本原因が十分理
解されていないことに関連する。森林減少の原因について
は，森林の農地への転換（特に輸出用農産物の生産拡大）
が主な直接原因であることが広く知られている。しかし，
根本原因については，人口増加，貧困，経済成長などが検
討されたものの，特定が難しく十分な理解に至らなかっ
た。そのため，現行の取組は直接原因に働きかけるものが
ほとんどである。しかし，森林減少の根本原因が分からな
ければ，森林減少を解決するための対策を選ぶことは難し
い。森林減少を防止するためには，直接原因だけでなく，
根本原因の特定が必要であり，その上で森林減少の発生メ
カニズムを理解することが不可欠である。これによって初
めて，森林減少の防止に有効な対策を検討できる。
　本稿の目的は，第 1に，先行研究と著者の実証研究を基
に，熱帯林減少の直接原因と根本原因，さらに森林減少の
発生と制御のメカニズムについて解明された全容を示すこ
と，第 2に，現行の森林減少対策を概括し，対策の比較検
討を行い，森林減少を防止する持続可能な解決策を提案す
ることである。

II．森林減少の原因

　森林減少の原因は，直接原因と根本原因に分けて論じられ
ることが多い（Geist and Lambin 2002；Schaeffer and Rodrigues 
2005）。直接原因とは森林減少を引き起こす直接的な原因で
あり，その影響は目に見えて明らかである。これに対して，
根本原因は森林減少の根本的な原因であり，経済要因，政
治要因，人口要因などが考えられるが，社会経済要因と森
林減少は目に見える関係ではないため特定が難しい。以下，
直接原因と根本原因について，現在までに明らかになった
研究の進捗を示す。
1．�直接原因
　直接原因すなわち森林減少を直接的に引き起こす原因
は，先行研究により既に明らかになっており，研究分野に
おける議論は落ち着いている。農地拡大が森林減少に関係
することは広く知られているが，その背景にある理論まで
解明が進んでいる。そこで，本節では，直接原因に関して，
農産物の種類など状況で変わる現象面にとどまらず，包括
的な理解につながる理論についても詳しく取り上げる。
1）直接原因の特定
　途上国における森林減少の主な直接原因は，森林の農地
への転換という土地利用変化である。森林減少の議論が始
まった当初は焼畑が主因と考えられた（Lanly 1982）。し
かし，1990 年代以降の多くの実証研究により見直しが進

み，輸出用農産物の生産拡大が森林減少の原因としてより
重要であることが明らかになった（Motel et al. 2009；
DeFries et al. 2010；宮本 2010）。森林減少と関係の深い輸
出用農産物として，牛肉，パーム油，大豆，天然ゴム，コー
ヒー，ココアなどがあげられる。地域的にみると，東南ア
ジアではパーム油と天然ゴム，南米では牛肉と大豆の生産
拡大が，森林減少と関連が強い（McMorrow and Talip 
2001；Fearnside 2001；Zak et al. 2008；Motel et al. 2009）。
　道路建設もまた森林減少の原因として早くから特定され
ており，道路の建設が熱帯地域において森林減少すなわち
森林の農地転換を加速することが数多く報告されている
（Cropper et al. 2001；Nelson et al. 2004；Etter et al. 2006）。
道路建設は，森林へのアクセスを向上させるだけでなく，
生産物の輸送方法を改善して輸送費を大幅に削減すること
によって，森林の農地転換に多大な影響を与えた（Angelsen 
and Kaimowitz 1999；宮本 2010）。
　それ以外の原因として，アジアでは商業的木材伐採，ア
フリカでは薪炭材採取が報告されている（Geist and 
Lambin 2002；Kumar and Sharma 2009；Brandt et al. 2016）。
東南アジアでは，林産物貿易のための木材伐採が，しばし
ば森林を劣化させたと共に，道路建設や大径木採取によっ
て後に続く農地転換へのインフラ整備の役割を果たした
（宮本 1997a；関 2005）。
2）地代という概念
　森林減少の主な直接原因は森林の農地転換であり，それ
には輸出用農産物や道路建設などが重要な影響を与えたこ
とは上述の通りである。しかしながら，輸出用農産物の生
産や道路の建設などは，先進国でも多く見られる現象であ
るが，そこでは森林減少は起きていない。これらの要素が
なぜ熱帯で森林の農地転換を引き起こしたのか。それを説
明するのに，「地代」という概念が有効である。これを最初
に提示したのは Angelsen（1995）であり，彼は経済地理学
のチューネンモデルである地代理論を森林減少問題に適用
して，地代を上昇させる要因が森林減少を加速すると論じた。
　Angelsen and Kaimowitz （1999）は，熱帯の森林減少に関
する数多くの先行研究を基に，森林減少の原因として報告
された道路建設，価格の高い農産物，低い賃金，農業外雇
用の不足などがいずれも地代を上昇させる要因であること
を示して，地代上昇が熱帯林減少を引き起こすことを明ら
かにした。この地代説は，20 年以上経った今も研究分野
で広くコンセンサスが得られている。
　ここで用いる「地代」は，経済地理学のチューネンモデ
ルで定義される地代であり，土地収益性と同義である。
チューネンモデルは，19 世紀ドイツの経済学者フォン・
チューネンが市場までの距離と土地利用の関係をモデル化
したもので，現在でも経済地理学において土地利用を分析
する上で中心的な概念の一つである。チューネンモデルに
おける「地代」は，「土地所有者に帰属する利益」であり，
生産物の販売額から費用を引いた残りと定義される（詳し
くは表︲1 の式を参照）。チューネンモデルによると，それ
ぞれの地域では最高の地代を得る土地利用が中心となる
（von Thünen 1875）。例えば，特定の地域で，ある農産物の
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生産から得られる地代が最も高ければそこは農地になり，
ある木材の生産で得られる地代が最も高ければそこは林地
になる。要するに，それぞれの地域で可能な土地利用の中
で最も高い地代を得られる土地利用に土地は配分されると
いうものである。このチューネンモデルの地代は，森林減
少を説明するのに強力な概念として，森林の土地利用変化
に関する研究で用いられている（Geoghegan et al. 2001；
Serneels and Lambin 2001；Caldas et al. 2007）。
3）農業地代の上昇
　地代という概念を用いて，なぜ途上国で森林の農地転換
が加速したのかを説明できる。結論を先に述べると，それ
は熱帯奥地において農業地代（農地の収益性）が上昇した
ためである。下記で詳しく見て行きたい。
　地代は，生産物の市場価格，輸送費，市場からの距離，
生産費，生産量によって決まる。これらの地代を決める各
項目について，農業地代を上昇させる要因を考えると分か
りやすい（表︲1）。ここでは，市場からの距離は一定と考
えて話を進める。というのも，都市（市場）からある一定
の距離にある熱帯奥地において，農業地代が上昇した要因
をみていくからである。
　初めに，生産物の「市場価格」についてみよう。輸出用
農産物は世界市場の需要が莫大であるため，市場価格が自
給用や国内向け農産物より格段に高い。農産物の価格が高
いことは農業地代を上昇させる。熱帯諸国の人々は，世界
市場の農産物需要の拡大に反応して，市場価格の高い農産
物を多く生産することで経済的機会に対応したのである
（Lambin et al. 2001；Thongmanivong et al. 2005）。
　次に「輸送費」についてみると，道路建設は農産物の「輸
送費」を大幅に削減したことが分かっており，これも農業
地代を上昇させる。例えば，スマトラのゴム農村地域で
は，農村から都市部へのゴム輸送はもともと河川を経由し
船を利用していたが，20 世紀後半に熱帯奥地まで道路建
設が進んだ結果，ゴム輸送のルートが河川経由から，非舗
装道路さらには舗装道路を経由する自動車輸送へと劇的な
変化を遂げた。その結果，輸送費は最大 48％減となり，
輸送時間も大幅に短縮したことで，頻繁にゴムを都市部へ

輸送できるようになった。この輸送方法の革新は熱帯奥地
のゴム収益性を大幅に向上させた。これにより，農民たち
はゴム生産を拡大する意欲が増し，森林のゴム農園への転
換が加速していった（宮本 2003；Miyamoto 2006）。
　このように，森林減少の直接原因として最も多く報告さ
れている輸出用農産物と道路建設についても，輸出用農産
物は農産物の「市場価格」を上げることで，道路建設は「輸
送費」を下げることで，熱帯奥地における農業地代を大き
く上昇させたことが明らかである。
　地代の残りの項目である「生産費」と「生産量」につい
てもみていこう。「生産費」に影響した要因についてみると，
低い賃金は「生産費」を下げることで，地代を上昇させる。
途上国は先進国に比べて賃金が低い。そのことが生産費を
大幅に下げることになり，地代を上昇させる結果となる。
また，途上国では農業以外の雇用機会が少ない傾向にある
が，この農外雇用の不足も賃金の低下につながる。という
のも，農業以外の雇用機会が多ければ，社会全体の平均賃
金が高くなり，農業賃金も引き上げられるが，農外雇用機
会が少なければ，賃金は上がらないためである。
　「生産量」に影響する要因についてみると，生産量が増
加するためには，技術の進歩とともに，治安の安定や貿易
のための社会環境も重要である。第二次世界大戦後に独立
した熱帯諸国や内戦が終結したカンボジアなどで森林の農
地転換が加速したように，人々が安心して農業をできる治
安，農産物の市場拡大，貿易を活発に行える社会環境は，
「生産量」を増加させる要因であり，農業地代を上昇させ
る要因となる（Geist and Lambin 2002；Mayaux et al. 2005；  
Leblois et al. 2017）。
　以上見てきたように，森林減少の直接原因は農業地代の
上昇と強い関係がある。すなわち，20世紀後半以降に熱帯
諸国で森林の農地転換が急速に拡大したのは，輸出用農産
物の生産拡大，道路建設，低い賃金，治安の安定などにより，
農産物の市場価格，輸送費，生産費，生産量が変化した結果，
熱帯奥地において農業地代が大幅に上昇したためである。
　ここで留意すべき点は，農業地代の上昇は，地域社会に
とって悪いことではなく，逆に望ましいものだということ

表︲1．森林減少の直接原因に関する包括的理解
①　森林減少の主な直接原因は，森林の農地への転換，特に輸出用農産物の生産拡大である
②　①の土地利用変化は，熱帯奥地の農業地代（農地の収益性）の上昇による

補足１．この「地代」は経済地理学（チューネンモデル）で定義される地代であり，土地収益性と同義
補足２．チューネンモデル：土地は，最高の地代を得る土地利用に配分される

③　地代の式
地代（haあたり）=生産量（haあたり）×【市場価格（kgあたり）－輸送費（kg，kmあたり）×市場からの距離】－生産費（haあたり）

④　農業地代を上昇させる要因
③式の各変数について地代を上昇させる要因 説明
生産量の増加 治安の安定，技術の進歩，

経済成長や貿易ができる社会環境
・人々が安心して農業できる治安
・第二次大戦後に独立した多くの熱帯諸国
・内戦が終結した国

市場価格の上昇 輸出用農産物の生産＊ ・輸出用農産物は，世界市場の需要が大きく価格が高い
輸送費の低下 インフラの整備，道路の建設＊ ・ 道路建設は，熱帯奥地から市場までの農産物輸送を革新し（例：河川経

由の船輸送から道路経由の自動車輸送へ），輸送費を大幅に削減
生産費の低下 低い賃金，農外雇用の不足 ・賃金の低い途上国

・農外雇用の不足は賃金の低下につながる
＊は森林減少への影響が多数報告された要因。

29熱帯林減少の原因と解決策



である。地代を上昇させる要因についても，その多く（輸
出用作物の増加，道路の建設，治安の安定など）は歓迎す
べきものであり，健全で合理的な社会経済活動である。し
たがって，農業地代の上昇が森林減少（森林の農地転換）
を引き起こすとしても，地代を下げる対策を行うことは社
会への影響が大きく，不適切に行えば対象国・地域に経済
的な悪影響を与える可能性が高い。この点については，別
途「IV．森林減少対策」で詳述する。
2．�根本原因
　根本原因を考察するにあたり，まず根本原因と直接原因
の違いを述べると，直接原因は森林減少を直接的に引き起
こす原因であり，それらは「農業地代の上昇」に集約され
ることがわかっている。この直接原因の解明は，別の視点
からみると，「どこで」森林減少が起こるか（起こりえるか）
を明らかにしたと言える。地代の概念を用いて，「熱帯の
特定地域で」森林の農地転換という土地利用変化が起こる
ことを説明したのである。このように，地代モデルは「ど
こで」森林減少が起こるか（起こりえるか）という経済地
理学的説明を提供したが，それだけでは森林減少発生の説
明は完了しない。というのも，地政学的・経済地理学的に
農業地代が上昇する場所（森林地域）であったとしても，
そこで森林の農地転換を行う「人間｣ が存在しなければ土
地利用変化は起こらないからである。森林とりわけ多種多
層の常緑広葉樹が生い茂る熱帯林を伐開して農地に変える
のは，既存農地などを土地利用変化させるより遥かに費
用・労力・時間がかかる。したがって，強い動機を持って
それを行う人間がいなければ，熱帯林の農地転換という土
地利用変化は起こらない。森林減少の発生の全容を把握す
るには，「どこで」起こるかを明らかにするだけでなく，「だ
れが」「何のために」森林の農地転換を行うのかを明らか
にする必要がある。根本原因の究明はそこにつながる。
1）根本原因の特定
　森林減少と社会経済要因の関係は目に見えて明らかでな
いため，根本原因の特定が難しい。例えば，人口増加が森
林減少に影響したという統計的有意差が出たとしても，人
口と森林面積の関係の背後に別の要因が控えていて，その
要因が両者に影響しているかもしれない。これまでに人口
増加，貧困，経済成長，土地所有，自由貿易，技術開発な
ど様々な社会経済要因の影響が検討されてきたが，根本原
因が何かについて議論が定まらずコンセンサスに至らな
かった。先行研究では，人口増加が森林減少に影響を与え
た と す る 報 告 が あ る（Kok 2004；Mahapatra and Kant 
2005）一方で，与えていないとする報告も多い（Zak et al. 
2008；Miyamoto et al. 2014）。同様に，貧困（Angelsen and 
Wunder 2003；Dasgupta et al. 2005），経済成長（Bhattarai 
and Hammig 2001；Van and Azomahou 2007；Ahmed et al. 
2015），土地所有の不安定さ（Börner et al. 2010；Robinson 
et al. 2014）についても，森林減少への影響の有り無しに
ついて研究成果が分かれており，特定に至らなかった。
　そこで，著者は 1990 年から 2014 年の間に自身が単独お
よび共同で行った実証研究を統合して，森林減少の根本原
因を検討した（Miyamoto 2020）。森林面積に影響を与える

社会経済要因を特定するために重視した点は，①信頼性の
高いデータ，②長期間のデータ，③影響の強さを調べるデー
タ解析である。第 1の信頼性の高いデータは，最も基本的
で重要な要件と言える。例えば，貧困は信頼性の高いデー
タを得ることが難しい。必要な貧困データは，対象地域に
基本的なニーズ（食糧，衣服，住宅，健康，教育など）を
満たせない人がどれだけいるかを示すデータである。信頼
に足る統計データがあれば，それを使用できる。これにつ
いて，マレーシア政府は貧困を「カロリー摂取量や栄養レ
ベル，衣服，衛生，健康，教育，その他の社会経済的変数
の観点から，絶対的な生活水準が不足している状態」と定
義し，貧困層と非貧困層を分ける最低限の支出レベルであ
る「貧困ライン所得（Poverty Line Income）」に基づいて貧
困率を測定しており，そのデータは信頼性が高い（Economic 
Planning Unit 1976，1986；Miyamoto et al. 2014）。一方，信
頼に足る統計データがない場合は，調査対象地の貧困を示
すデータを独自に収集する必要がある。著者がインドネシ
アでの実証研究で貧困に関するデータとして収集したの
は，世帯の土地所有面積である。それは，村人の主な収入
源がゴム農園などの農地だからである。第 2の長期間の
データについては，社会経済要因が森林面積に与える影響
はすぐに現れない場合や時間の経過で変わる場合もあり，
短期間と長期間で分析結果が異なる可能性がある。このた
め，長期間で見る方が影響の全容把握に適している。第 3
の影響の強さを調べるデータ解析は，科学的根拠をもって
森林減少に強く影響した要因を特定するために重要である。
　上記の要件を考慮して原因解明の検討に用いた実証研究
は，マレーシアにおける社会経済調査（Parid et al. 2013；
Miyamoto et al. 2014），インドネシアにおける農村世帯調査（宮
本 1997a， b，2006，2007；Miyamoto 2006），そして多国間
のデータ分析（Michinaka and Miyamoto 2013）である。以下
に，各研究の概要を示す。
　マレーシアの社会経済調査（以下，「マレーシア研究」）
は，半島マレーシアの全域を調査対象として 2010～2014
年に実施された。ここでは，半島マレーシア全域の森林面
積と 21 個の社会経済的変数（人口，GDP，雇用，世帯所得，
貧困率，土地利用面積，木材生産など）の 1970～2010 年
の時系列データを関連省庁から取得して，森林面積の変化
に影響した要因を分析した。目的変数に森林面積，説明変
数に 1～21 個の社会経済的変数を用いた全組合せの重回帰
モデル，合計 200 万個以上のモデルの中から，最適モデル
を選択する解析を行った。モデル選択の基準には赤池情報
量規準（AIC）を用いた。最適モデルの決定においては，
AICの値に加えて，時系列データで起こりえる「系列相
関」と説明変数間の高い関連性を示す「多重共線性」の問
題がないことを条件に最終判断をした。こうして得られる
最適モデルにどの変数が含まれるか，有意な影響を持つ変
数はどれかを見れば , 広範な諸要因の中から森林減少に影
響した要因を特定できる。解析の結果，貧困率が森林面積
の変化に単独で最も強い影響を与えたことが確認された
（Miyamoto et al. 2014）。さらに，上位 5個の最適モデルに
は，人口の変数は含まれることなく，GDP（建設業部門）
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や雇用（建設業部門と製造業部門）の変数は含まれたもの
の有意な影響を持たないことから，人口増加や経済成長は
森林面積に強い影響を与えていないことが示された。
　インドネシアの農村世帯調査（以下，「インドネシア研
究」）は，スマトラ島ジャンビ州のゴム栽培地域で 1997～
2000 年に実施，カリマンタン島東カリマンタン州の焼畑
地域で 1990～1993 年に実施された。スマトラ島とカリマ
ンタン島はインドネシアの主要な森林減少地域であり，ゴ
ム栽培と焼畑の拡大は同国の研究対象時期（1970～1990
年代）における森林減少の主な直接原因となっていた
（Angelsen 1995；井上 1995）。ジャンビ州では，ゴム農園
を主な収入源とするゴム栽培農村 4村において合計 160 世
帯を調査した。東カリマンタン州では，焼畑農業による陸
稲栽培を主としながらゴム栽培を導入し始めた焼畑農村 3
村において合計 99 世帯を調査した。世帯調査では，戸別
訪問して質問票を用いた聞き取り調査を行い，世帯の森林
伐開行為，土地取得方法，土地所有に関するデータ（1970～
1990 年代）を収集した。データ解析に重回帰モデルやロー
レンツ曲線などを用いて，世帯の森林伐開行為に影響した
要因を分析した。その結果，村の高い農業人口密度と世帯
の所有農地の不足が森林伐開行為を促進したことが明らか
になった（宮本 1997b；Miyamoto 2006）。高い農業人口密
度と農地不足はいずれも貧困に関係する。というのも，農
業人口密度が高ければ土地利用圧が高まり，一人当たりの
農地面積が小さく，土地なし農や零細農を生む要因となる
からである。村人にとって主な収入源である農地が不足す
ることは貧困につながる。
　多国間のデータ分析は 205ヵ国を対象として 2010～2013
年に実施された。各国の 1990～2010 年の森林面積，
GDP，人口，農村人口率，識字率，平均寿命，農業総生産
に関する国連機関の公表データを用いて，クラスター分析
とパネルデータ分析を行い，森林面積変化への社会経済要
因の影響を検討した。初めに，GDP，農村人口率，森林減
少の有無の 3項目を用いたクラスター分析によって，205
カ国が 5グループに分けられた。これを「人間開発レベル」
による分類として，グループ毎にパネル分析を行った結果，
人間開発レベルが森林面積の変化に強い影響を与えてお
り，人口や GDPなどの各項目が森林面積に与える影響は
人間開発レベルによって有意性も影響の正負も異なること
が確認された（Michinaka and Miyamoto 2013）。
　以上の実証研究はいずれも，貧困に関連する諸要因が森
林面積の変化に強く影響することを示していた。著者はこ
れらの研究結果を統合して，貧困が森林減少の主な根本原
因であることを特定した（Miyamoto 2020）。
2）貧困と森林減少の関係
　貧困と森林減少は具体的にどのような関係にあるのか。
これについて，マレーシアとインドネシアの研究を比較し
て考察すると分かりやすい。初めに両国の研究を比較した
理由と検討に含まれる農業について述べた後，マレーシア
研究（Miyamoto et al. 2014；Parid et al. 2013）とインドネ
シア研究（宮本 1997a，b，2006，2007；Miyamoto 2006）
を比較検討した結果（Miyamoto 2020）を基に貧困と森林

減少の関係を示すことにしたい。
　マレーシアとインドネシアの研究を比較した理由は，①
両国の森林面積変化が異なること，さらに②両国が地理的
に近く自然や社会面で類似点が多いことから，マレーシア
とインドネシアが森林減少に関する比較検討に適した 2国
と考えられるためである。類似点についてみると，気候は
熱帯雨林気候，自然環境はフタバガキ科の植物を含む世界
で最も多様性の高い熱帯雨林，民族はマレー系と中国系そ
して先住民族が多く，20 世紀半ばの経済レベルは共に低
い状態だった（1970 年の 1人当たり GDP：マレーシア
357 USD，インドネシア 79 USD：参考として日本は 2,056 
USD）。このように類似点が多い一方で，20 世紀後半にお
ける森林面積の変化は両国に大きな違いが見られる。
Wickeら（2011）によると，1975 年から 2005 年までに，
マレーシアは 460 万 haの森林を失い，森林面積の 20％を
失ったのに対して，インドネシアは 4,000 万 haの森林を
失い，森林面積の 30％を失ったと推定される。さらに，
国際連合食糧農業機関（FAO 2020）によると，1990～
2000 年の年間森林面積減少率はマレーシア 0.46％に対し
て，インドネシアが 1.56％と高い。この間，マレーシアの
森林率は 1990 年 63％から 2000 年 60％への推移に対して，
インドネシアは 1990 年 63％から 2000 年 54％に大幅に低
下している（FAO 2020，2022a）。これらの報告から，
1970 年代 1980 年代に両国とも大規模な森林減少を経験し
たものの，その後は 20 世紀末にかけて，マレーシアでは
森林減少が失速したのに対して，インドネシアでは森林減
少が継続したことが明らかである。同じような自然および
社会環境を持ちながら，20 世紀後半に森林減少を削減し
たマレーシアと森林減少が継続したインドネシアを比較す
ることで，森林減少の根本原因が浮き彫りになる。
　次に，検討に含まれる農業について説明する。マレーシ
ア研究では油ヤシ栽培とゴム栽培が対象である。油ヤシと
ゴムは研究対象時期（1970～2010 年）のマレーシアにお
ける主要な作物であり（FAO 2022a），特に油ヤシは森林
減少と関わりが強い作物であった（Wicke et al. 2011）。
1970～2010 年の作物の国内収穫面積をみると，ゴムが
1970～1988 年に 1位と 1989～2010 年に 2位を占め，油ヤ
シは 1980 年にコメを抜いて 2位となった後，1989 年から
1位を占める（FAO 2022a）。作物上位 3位の国内収穫面積
の例を示すと，1970 年は 1位ゴム 150 万 ha，2位コメ 70
万 ha，3位ココヤシ 31 万 haであったが，2010 年は 1位
油ヤシ 485 万 ha，2位ゴム 102 万 ha，3位コメ 68 万 haと
なっている（FAO 2022a）。一方，インドネシア研究では
ゴム栽培と焼畑（陸稲栽培）が対象である。ゴム栽培と焼
畑は対象時期（1970 年代～1990 年代）のインドネシアの
森林減少と関わりが強い農業であった（Angelsen 1995；井
上 1995）。1970～2000 年の国内収穫面積をみると，コメ
が作物 1位を占めており，農園作物ではゴムとココヤシが
1位 2位を競っていた（FAO 2022a）。FAO（2022b）の「国
際コメ年 2004」によると，インドネシアのコメの作付面
積の内訳は，灌漑が約 75％，天水低地が 10％未満である
ことから，陸稲は約 15％と推測される。陸稲をコメの
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15％として計算した「陸稲の著者推計」を付けて，主な作
物の国内収穫面積を示すと，1970 年は作物 1位コメ 814
万 ha（陸稲の著者推計：122 万 ha），農園作物 1位ゴム
139 万 ha，同 2位ココヤシ 126 万 ha，1990 年は作物 1位
コメ 1,050 万 ha（陸稲の著者推計：158 万 ha），農園作物
1位ココヤシ 226 万 ha，同 2位ゴム 187 万 ha，2000 年は
作物 1位コメ 1,179 万 ha（陸稲の著者推計：177 万 ha），
農園作物 1位ココヤシ 259 万 ha，同 2位ゴム 240 万 haで
ある（FAO 2022a）。これに対して，油ヤシの国内収穫面積
は，1970 年 10 万 ha，1980 年 20 万 ha，1990 年 67 万 ha，
2000 年 201 万 haである（FAO 2022a）。インドネシアにお
ける油ヤシの状況は，21 世紀にコメを抜くほどの飛躍的
拡大を遂げるものの，20 世紀後半においては最後の数年
を除くとゴムやココヤシを大きく下回り，森林減少への関
わりが強い作物ではなかった（FAO 2022a；Wicke et al. 
2011）。森林減少に関わる作物の種類は国や時期によって
異なる。マレーシアでは油ヤシ栽培とゴム栽培，インドネ
シアではゴム栽培と焼畑というように検討した農業が両国
で異なる理由は，研究対象時期（マレーシア：1970～2010
年，インドネシア：1970～1990 年代）の国内の主要な農
業や森林減少に強く関わる農業が異なるためである。
　マレーシア研究とインドネシア研究の比較検討から，貧
困と森林減少の具体的な関係性が明らかになった。以下で
は，その研究結果（Miyamoto 2020）を基に，「貧困は森林
減少の原因となるか？」「森林減少は貧困を増加させる
か？」「貧困削減は森林減少を削減するか？」の質問に答
えていきたい（表︲2）。
問 1．貧困は森林減少の原因となるか？
　答えは YESである。前節で述べたように，マレーシア
研究では森林面積の変化を説明する最適モデルの結果から
半島マレーシアの森林面積変化に貧困率が単独で最も強い

影響を与えたこと（Miyamoto et al. 2014），インドネシア
研究では農村世帯調査の結果から村の高い農業人口密度と
所有農地不足が農民の森林伐開行為を促進したことが示さ
れ（宮本 1997b；Miyamoto 2006），貧困が森林減少の主要
な根本原因であることが特定された（Miyamoto 2020）。
　さらに，マレーシア研究（Miyamoto et al. 2014）とイン
ドネシア研究（宮本 1997b，2006）から，森林の農地転換
は貧困対策とみなすことができる。半島マレーシアにおけ
る森林の油ヤシ農園やゴム農園などへの転換は，主に政府
が推進する貧困削減策であった。半島マレーシアにおける
森林の農地開発は，政府の主要な貧困削減策として実施さ
れた。例えば，連邦土地開発局（Federal Land Development 
Authority ：FELDA，1956 年設立）は土地を持たない貧困
層のための入植地開発を 1992 年まで実施しており，収益
性の高い農園（油ヤシ，ゴムなど）を貧困層 112,000 世帯
に提供した（Miyamoto et al. 2014）。
　他方，インドネシア調査地における森林のゴム農園や焼
畑への転換は，農民自身が行う貧困対策であり，生存戦略
であった（宮本 1997b，2006）。彼らの森林伐開行為は地
域の慣習法に基づいたものであり，最初に森林を開拓した
者がその伐開地の所有権を得るという慣習法はスマトラ島
やカリマンタン島の地域住民に広く見られる慣行であった
（Suyanto and Otsuka 2001）。政府による貧困対策について
は，ジャワ島など人口過密地域の貧困層をスマトラ島やカ
リマンタン島などの外島へ移住させる土地開発政策が大規
模に実施されたが，外島の貧困層に対する政府支援は十分
ではなかった。
問 2．�森林減少（森林の農地転換）は貧困を増加させるか？
　答えは YESと NOの両方がありえる。どちらになるか
は農地の収益性で決まる。農地収益性が貧困を克服するほ
ど高い場合は NOすなわち森林減少（森林の農地転換）は

表︲2．貧困と森林減少の関係
1．貧困は森林減少の原因となるか？ 2．森林減少は貧困を増加させるか？ 3．貧困削減は森林減少を削減するか？

A. 結論
・ Miyamoto （2020）

YES
・ 貧困は森林減少の主な根本原因
・ 森林の農地転換は貧困対策とみなせる

YES and NO
・ 農地収益性が低ければ，YES
・ 農地収益性が高ければ，NO

YES
・ 半島マレーシアで実証された
・ 貧困削減と森林減少削減はトレードオ
フではない

B. マレーシア研究
・ 半島マレーシア全域の
社会経済調査

・ 1970～2010 年のデータ
・ Parid et al. （2013）, 

Miyamoto et al. （2014）

YES
・ 貧困率が森林面積変化に最も強い影響
・ 森林の農地転換は主に政府が推進する
貧困削減策
・ FELDAは農園（油ヤシ，ゴム等）を
開発し，1992 年までに 11 万世帯以上
の貧困層に農園提供

NO
・ 森林地域の農業開発は貧困を削減
・ 油ヤシ農園開発が貧困率の低下に最も
強く寄与

・ 農民は FELDAや RISDA等の政府支援
を得て，農園の高い収益性を確保

・ RISDAは全ゴム小農に支援提供：生産
性の高い苗（樹齢 4～5年で樹液生産開
始）や肥料の提供，再植林経費の補助

YES
・ 貧困が大幅に削減された結果，新しい
農地の需要が減り，森林減少が失速

・ 貧困率（半島マレーシア，以下同様）：
1970 年 53 %，1984 年 20 %，2009 年
2.6%

・ 森林減少率：1970︲1979 年 2.4%，1980︲
1989 年 0.4%，1990︲1999 年 0.6%，2000︲
2010 年 0.1%

・ 森林率：1970 年 61%，1982 年 47%，
2010 年 44%

C. インドネシア研究
・ スマトラ島とカリマン
タン島の農村世帯調査

・ 1970 年代～1990 年代の
データ

・ 宮本（1997a, 1997b, 2006, 
2007）, Miyamoto （2006） 

YES
・ 高い農業人口密度と農地不足が，農民
の森林伐開行為を促進
・ 森林の農地転換は農民自身が行う貧困
対策
・ 農民は慣習法に基づいて森林を伐開し
土地を取得

YES
・ 森林の農地転換が進行した村ほど，ゴ
ム農園の所有規模の格差が拡大

・ ゴム農園の収益では貧困を克服できず，
生活費等の目的で農園売却が頻発

・ ゴム栽培は焼畑と組合せた粗放的農業，
生産性の低い苗（樹齢 12 年で樹液生
産開始）を使用

関連する証拠：貧困が削減されない場合，
森林減少が拡大継続
・ 森林が消失した村では，農地不足の貧
農が村外へ移動，森林の農地転換が村
域を超えて拡大

Miyamoto （2020）.
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貧困を減少させる。
　半島マレーシアでは NOであり，森林の農地転換は貧困
を減少させた。貧困率の変化を説明する最適モデルの解析
結果から，油ヤシ農園開発が貧困率の低下に最も強く寄与
したことが確認された（Miyamoto et al. 2014）。加えて，
木材・木材製品の輸出や合板生産という林業活動も貧困率
の低下に有意な影響を与えていた。一方，GDP（建設部門）
や雇用（農林水産部門と建設部門）の変数は最適モデルに
含まれたものの，貧困率に対して有意な影響を与えていな
かった。
　半島マレーシアの農民は様々な政府支援を得て，農地の
高い収益性を確保していた（Parid et al. 2013）。FELDAが
半島マレーシアにおいて油ヤシ農園やゴム農園を造成する
土地開発を行い，多くの土地なし農民に収益性の高い農地
を長年にわたり提供したことは前述の通りである。さら
に，ゴム産業小農開発局（Rubber Industry Smallholders 
Development Authority：RISDA，1973 年設立）は，国内全
ての小規模ゴム農家（40ha以下のゴム農園所有者）に対
して，生産性の高い苗や肥料を提供し，再植林の必要経費
を補助するなど，実質的な技術支援を提供していた。
　インドネシア調査地では問 2の答えは YESであり，森
林の農地転換による森林減少は村内の農地不足を招いて貧
困を増加させた（宮本 1997b，2006）。スマトラ島の研究
ではゴム農園所有面積のローレンツ曲線から，森林の農地
転換が進んだ村ほどゴム農園所有規模の格差が拡大したこ
とが示された（宮本 2006）。農民のゴム農園は収益性が低
いため貧困を克服できず，日々の生活費や医療費，住宅建
設費，教育費などを支払うためにゴム農園を売却すること
が多く，土地なし農や零細農になる農民が後を絶たなかっ
た。特に森林が消失した村では，土地売買を通して村人の
土地がゴム仲買人へと移動集積し，大規模所有者が誕生す
る一方で零細化する世帯が増加して，土地所有の不平等性
が拡大する傾向が見られた。農民のゴム栽培は焼畑と組合
せた粗放的栽培であり，パラゴムノキを主とした二次林の
ような様相を呈していた。ジャングル・ラバー（jungle 
rubber）と呼ばれる，この種のゴム栽培は，モノカルチャー
のゴム農園に比べて収益性が著しく低いことが報告されて
いる（Clough et al. 2016）。彼らのゴム農園の収益性を改善
する施策や技術支援は十分に行われていなかった。
問 3．貧困削減は森林減少を削減するか？
　答えは YESである。貧困を削減すれば，新しい農地へ
の需要が減り，森林減少が失速することが半島マレーシア
で実証された（Miyamoto et al. 2014）。半島マレーシアの
貧困率，森林減少率，森林率の推移をみると，貧困率が
1970 年 53％から 1984 年 20％へ低下した時期に，森林減
少率は 1970～1979 年の 2.4％から 1980～1989 年の 0.4％へ
失速しており，その後も 1990～1999 年に 0.6％と低い。さ
らに，2009 年に貧困率が 2.6％まで下がる時期の 2000～
2010 年の森林減少率は 0.1％であり，森林減少がほぼ停止
している。森林率は 1970 年の 61％から 1982 年の 47％へ
大きく低下したが，その後の変化は小さく 2010 年に森林
率 44％を維持している。この間，半島マレーシアの油ヤ

シ農園面積は 1980 年代以降も増え続けたが，油ヤシ農園
の開発対象地が森林から既存農地へ移行したため，油ヤシ
農園の拡大はもはや森林減少を伴わなくなった（Miyamoto 
et al. 2014）。油ヤシ農園の開発対象となった既存農地は，
油ヤシより収益性の低い作物（ゴム，ココヤシ，ココアな
ど）の栽培農地である。
　インドネシア研究は，問 3に関連する証拠として，貧困
が削減されない場合の証拠を提供する。森林がゴム農園や
焼畑などに転換され尽くして農地利用できる森林が消失し
た村では，貧農が土地を求めて村外の森林地域へ移動して
森林を伐開するという貧困と森林減少の悪循環が起きてい
た（宮本 1997b，2007）。これは，貧困が削減されない場
合に森林減少が村域を超えて拡大継続することを示す事例
であり，森林減少の解決における貧困削減の重要性を示す
証拠である。
　以上見てきたように，貧困と森林減少は互いに強い影響
を与えている。両者の関係をまとめると，第 1に，貧困は
森林減少の主要な根本原因である。森林減少は主に，貧困
対策として行われた森林の農地転換の結果である。第 2に，
森林減少（森林の農地転換）が貧困を増加させるか否か
は，農地の収益性による。収益性の高い農地への森林転換
は，貧困層がその農地を得る場合，貧困を削減する。第 3
に，貧困削減は，短期的に森林減少（森林の農地転換）を
伴うことはあっても，長期的に見ると森林減少を持続的に
削減する。貧困と森林減少は従来考えられたようなトレー
ドオフの関係ではなく，短期的にそう見えたとしても，長
期的には両者の解決は両立することが実証された。

III．森林減少の発生と制御のメカニズム

　森林減少の主要な原因が特定されれば，次の課題はそれ
らの原因がどのように組み合わさり森林減少を引き起こす
のかというメカニズムの解明である。著者は先行研究と自
身の実証研究の結果を論理式で統合することにより，森林
減少の因果関係を分析した。論理式を使用した森林減少の
分析は前例がないものの，多くの知見を論理式に組み込む
ことで森林減少の複雑な因果関係を論理的かつ明快に表現
できる。本章では，その研究（Miyamoto 2020）から明ら
かになった森林減少の発生と制御のメカニズムについて概
要を説明する。
1．�森林減少の発生と制御を決める 3要因：農業地代，
貧困，森林率

　森林減少の発生と制御を決める主な要因は，結論を先に
述べると，森林減少の直接原因となる「農業地代」，根本
原因となる「貧困」， 抑制要因となる「森林率」，以上の 3
要因に絞られる（Miyamoto 2020）。主な要因を選ぶ上で基
準としたのは，①森林減少に強い影響を持つ要因であるこ
と，②要因間の関連性が低いこと（独立性が高いこと），
③必要最小限の数の要因に絞ることである。要因を選ぶ方
法の詳細は，「Ⅲ．4．論理式の方法と今後の発展性」に後
述する。
　農業地代と貧困については，前章で示したように，それ
ぞれ森林減少の直接原因と根本原因を代表する要因である
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こと，そして両者の関連性は低い（すなわち独立性は高い）
ことから，主要因として選定される妥当性は明白である。
そこで以下では，森林率を選んだ理由について説明する。
　森林の希少性は森林減少を抑制することが，先行研究か
らわかっている。具体的には，森林や林産物が希少になる
と森林面積が増加する傾向が見られる（Rudel et al. 2005；
Meyfroidt and Lambin 2008；Imai et al. 2018）。森林の希少
性の影響は，国の森林率と森林面積変化の関係からも裏付
けられる。森林率の低い国では，森林減少が失速し森林面
積が増加する傾向がある。例えば，インドは森林率 19％
（1980 年代），ベトナムは森林率 25～31％（1991～1993 年），
タイは森林率 25％（1998 年）の時に，国の森林面積が減
少から増加に転じた（Wannitikul 2005；Mather 2007；
Meyfroidt and Lambin 2008；Singh et al. 2017）。これらの国
における森林減少の失速は，低い森林率すなわち森林の希
少性によるところが大きいと考えられる。さらに，Leblois
ら（2017）の報告によると，森林率の高い国では林産物や
農産物の貿易が森林減少を促進するが，森林率が低い国で
はこのような貿易の影響は小さい。
　以上見てきたように，森林の希少性は森林減少を抑制す
る要因として重要であり，森林減少の発生の仕組みを議論
する際に考慮する必要がある。森林の希少性を示す指標と
しては，森林率が適当である。さらに，森林率は農業地代
とも貧困とも関連性が低い。これらのことから，森林率は，
独立性の高い三つ目の要因として，森林減少を説明する主
要因となりえる。
2．�森林減少の発生メカニズム
　森林減少の発生は，前述したように，農業地代，貧困，
森林率の 3要因でほぼ決まる。この 3要因を含む論理式を
用いて森林減少の発生メカニズムを表すと，式（1）の通り
である（Miyamoto 2020）。

　 高い農業地代（t1）∧高い貧困率（t1）∧高い森林率（t1） 
→高い森林減少率（t1 ~ t2） （1）

　記号の説明：∧，論理積（かつ）；→，論理包含（ならば）； 
t1 t2，時点（但し，t2―t1 は 3 要因が森林減少を引き起こす
のに要する時間）
　この式は，時点 t1 に「高い農業地代」かつ「高い貧困率」
かつ「高い森林率」であれば，森林減少率（t1 から t2 の間）
は高くなることを示している。わかりやすく述べると，「高
い農業地代，高い貧困率，高い森林率の 3条件が全て揃え
ば，森林減少が発生する」ことを示す（図︲1）。
　式（1）はこれまでの研究結果に基づいて構築された。す
なわち，インドネシア研究（宮本 1997b；Miyamoto 
2006）から「農業地代，貧困率，森林率のすべてが高い地
域では，森林減少率が高い」のに対して，マレーシア研究
（Miyamoto et al. 2014）から「貧困率だけが低く農業地代
と森林率が高い地域では，森林減少が失速する」ことがわ
かっている。さらに先行研究によると，農業地代が低けれ
ば，貧困や森林率が高くても，森林減少率は低く（Angelsen 
2007，2010），森林率が低ければ，貧困や農業地代が高く
ても，森林減少率は低くなる（Rudel et al. 2005；Meyfroidt 

and Lambin 2008）。これらの証拠に基づいて，式に用いる
論理変数（高い農業地代（t1），高い貧困率（t1），高い森林
率（t1））と論理演算子（3変数を論理積（∧）で結合）を
決定した。
　式（1）は，各条件が単独では森林減少を引き起こすとは
限らないことをも意味する。いくつかの極貧国（北朝鮮や
ハイチなど）では農業地代が低い状況でも森林減少が起こ
るが，貧困だけで森林減少が起こるケースはまれである。
これは農業地代についても同様であり，高い農業地代だけ
で森林減少が起こるとはかぎらない。森林率についても同
様であり，高い森林率だけでは森林減少は起こらない。
3．�森林減少の制御メカニズム
　論理式を使う利点として，ある論理式が真であれば，そ
の対偶も真であるという法則がある。そこで，発生メカニ
ズムを示す式（1）の対偶をとると，式（2）の通りである
（Miyamoto 2020）。

　 低い森林減少率（t1 ～ t2）→低い貧困率（t1）∨低い農業地
代（t1）∨低い森林率（t1） （2）

　記号の説明：∨，論理和（または）；他は前述通り
　この式は，森林減少率（t1 ～ t2 の間）が低いならば，時
点 t1 に「低い農業地代」または「低い貧困率」または「低
い森林率」が存在することを示している。これは制御メカ
ニズムを意味しており，わかりやすく述べると「低い農業
地代，低い貧困率，低い森林率のいずれかの条件が存在す
れば，森林減少は抑制される」ことを示す（図︲1）。
　興味深い点は，森林減少を抑制するには，3条件すべて
を取り除く必要はなく，いずれか一つを取り除けばよいと
いうことである。これは非常に画期的な知見である。これ
まで森林減少を削減するには高い農業地代を低下させる必
要があると考えられていた。しかし，そうではなく，農業
地代は高い状態であっても，貧困率を下げれば，森林減少

高い農業地代

高い貧困率

高い森林率

森林減少

の発生

森林減少の発生メカニズム

全ての条件がそろえば

低い農業地代

低い貧困率

低い森林率

いずれかの条件が存在すれば

森林減少

の抑制

森林減少の制御メカニズム

図︲1．森林減少の発生と制御のメカニズム
Miyamoto （2020）.

34 宮本基杖



は失速することが，マレーシア研究によって実証的にも，
論理式によって論理的にも確認された。
4．�論理式の方法と今後の発展性
　論理学的手法は森林減少の研究分野で活用されてこな
かったが，メカニズム研究（Miyamoto 2020）で示したよ
うに，論理式は森林減少の複雑な仕組みを明快かつ論理的
に説明する強力なツールとなりえる。ここでは，論理式の
方法について分析に用いた背景と具体的な構築方法を説明
する。
　論理式は通常，因果関係を示すことはない。しかし，論
理式に時間の表現を含めれば，因果関係を示すことが可能
となる。時相論理（Temporal Logic）は，時間との関連で
問題を理解し表現する論理学であり，コンピューターサイ
エンスや人工知能（AI）に応用され発展してきた（Stanford 
Encyclopedia of Philosophy 2021）。例えば，武藤・関根（1992）
は，「論理式による因果関係の解釈と状態の時間推論」と
題する論文の中で，電力設備の事故診断システムを開発す
るための研究において，時間の表現を含んだ論理式を用い
ることで，事故診断において重要となる種々の因果関係を
明快に表現し解釈できることを示した。そこで，著者は時
間を取り入れた論理式に森林減少の因果関係を組み込ん
で，構造を分析することにした。
　論理式の構築において必要になるのは，論理変数と論理
演算子である。論理変数とは何らかの「主張」であり，前
述の式を例にとると「高い農業地代（t1）」「高い貧困率（t1）」
などである。式では記号化して示したが，これらを文章に
すると「時点 t1 における農業地代は高い」「時点 t1 におけ
る貧困率は高い」などになる。次に，論理演算子とは論理
演算を表す記号であり，∧（論理積，かつ），∨（論理和，
または），→（含意，ならば），¬（否定，でない）が基本的
な記号である。
　変数と演算子を選ぶにあたり，著者はこれまでの研究結
果に基づいて各々を選択した。まず変数について述べる
と，当研究における変数は森林減少を引き起こす条件であ
り，それは森林減少に強い影響を与える要因（例：農業地
代）の特定の状態（例：時点 t1 における農業地代は高い）
である。変数を選ぶ基準としたのは，①森林減少を引き起
こす主要な条件となるもの，②変数間の関連性が低いもの
（すなわち独立性が高いもの），そして③変数の数は必要最
小限に絞ることである。以上を考慮して変数を選択した。
③について補足すると，変数の数が多ければ，式も解釈も
複雑になる。必要最小限の変数にして式を単純化すること
で，解釈をシンプルにし，安定した普遍性の高い説明を提
供できる。
　変数の選択について具体的に述べると，①については，
森林減少に強い影響を与える要因を選ぶ。②については，
関連性の高い諸要因があれば，その中から最も強い影響を
持つ要因を選ぶ。例えば，GDP，世帯所得，雇用，貧困な
どの関連する社会経済要因の中から，影響の強い貧困を選
択したようにである。③については，異なる諸要因を代表
する要因があれば，それを選ぶ。例えば，道路や輸出用農
産物など様々な直接原因を代表する「農業地代｣ を選択し

たようにである。こうして，多くの諸要因の中から，農業
地代，貧困，森林率の 3要因を，必要最小限の要因として
選出した。このように要因を選定した上で，森林減少を引
き起こす条件（各要因の特定の状態）を定めて変数とした。
　次に，演算子については，「変数がどのような組合せで
存在すれば，対象とする現象が起こるか」に関する証拠に
基づいて演算子を選択する。例えば，三つの変数が全て存
在する時に森林減少が起こるのであれば，この 3変数を結
ぶ演算子は全て論理積（∧，かつ）となる。もしも，3変
数のいずれか一つの変数が存在するだけで森林減少が起こ
るのであれば，この 3変数を結ぶ演算子は論理和（∨，ま
たは）となる。当研究での演算子の選択については，III．2．
で述べた通りである。このようにして，変数と演算子が決
まれば，論理式が構築される。
　こうして森林減少の発生を説明する論理式が得られれ
ば，その対偶の式は自ずと森林減少を制御する方法を示す
論理式となる。それを基に，どの方法が持続可能であるか
を実証データに基づいて検討することで，森林減少の解決
策を見出すことができる。
　森林減少のメカニズムを示す論理式は，今後も発展の可
能性が十分ある。提示した論理式はアジアの森林減少には
高い確率で適用できると考えられるが，南米やアフリカの
森林減少については実証研究による検証が望まれる。また，
論理式は統計学，AI，コンピューターサイエンスなどを
用いて数値解析への応用も可能である。このように，森林
減少を説明する論理式は，世界の様々な地域の実証データ
や数値解析を活用して，更なる発展が期待できる。

IV．森林減少対策

　森林減少の発生と制御のメカニズムから，森林減少を削
減するには農業地代を下げるか，貧困を減らすか，いずれ
か一方だけで効果のあることが示された。とはいえ，森林
減少を長期的に削減するには，効果の持続する対策が必要
である。それについて，著者は森林減少対策の現況を踏ま
えて，有効かつ持続的な対策として貧困削減を提案した
（Miyamoto 2020）。本章では，その議論を拡充して，現行
の主要な森林減少対策を概括するとともに，対策の比較検
討を行い，持続可能な解決策を考察する。
1．�現行の森林減少対策
　森林減少削減に向けて世界で推進されている主な対策の
概要を説明する。
1）保護地域
　多くの国が森林保全と経済活動のバランスを保つため
に，森林地域を保護地域，木材生産地域，農業などの開発
許可地域などに区分する土地利用ゾーニングを設けてい
る。そのうちの保護地域（国立公園など）の区分を拡大強
化する取組は，現行の森林減少対策の代表的なものである。
　森林減少面積が世界最大級のブラジルとインドネシアも
森林減少対策として保護地域の拡大を積極的に実施した。
ブラジルは「アマゾン保護地域プログラム（Amazon 
Region Protected Areas Program）」を 2002 年に立ち上げ，
世界で最も意欲的な保護地域プログラムとして注目を集め
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た。Soaresら（2010）はこのアマゾン保護地域の拡大と維
持にかかるコストを計算している。調査当時，保護地域は
ブラジル・アマゾンに残存する森林の 54％を占めていた。
研究の結果，保護地域の管理運営に必要な経費とともに，
農林業への土地利用を放棄したことによる損失（機会費用）
を含めた総コストは，約 1,470 億 USDに及ぶと推計され
た。ブラジルは保護地域プログラムの巨額の資金を調達す
るため，2008 年にノルウェーやドイツなどの援助を得て
「アマゾン基金（Amazon Fund）」を設立している。
　インドネシアの森林保護地域は，「保護林（protection 
forests）」と「保全林（conservation forests）」という区分で
あり，全森林面積の 46％を占める。インドネシアの保護
地域に関する研究によると，保護地域は平均的には森林減
少を削減したが，個々の保護地域の効果は森林面積が減少
したものもあれば増加したものもありバラつきが大きい
（Gaveau et al. 2009；Shah and Baylis 2015）。
　保護地域は森林減少の削減に効果的であることが，熱帯
地域の土地利用ガバナンスや保護地域に関する研究で報告
されている（Andam et al. 2008；Lambin et al. 2014）。それは，
森林の土地利用区分を決めて保護地域を設定することで，
森林の開発許可をコントロールできるからである。しかし
ながら，保護地域を適切に管理するには，広大な地域の違
法伐採監視などに多額のコストがかかる。過度に大規模な
森林を保護地域に設定すれば，コストがかかりすぎて管理
運営が困難になり，森林保全の効果は期待できない。従っ
て，保護地域の面積は予算などに応じた適正規模に設定す
る必要がある。
2）生態系サービスに対する支払い
　生態系の様々な働きのうち人間が利益を得ているものを
生態系サービスと呼ぶ。森林の生態系サービスには，二酸
化炭素の吸収，木材や燃料の供給，洪水など災害の緩和，
水質浄化，生物の生息・生育環境，レクリエーションなど
がある。「生態系サービスに対する支払い（Payments for 
Ecosystem Services：PES）」とは，生態系サービスを受け
る受益者がサービスを提供する土地所有者などに土地管理
の対価として支払いを行う仕組みである。PESの概念は，
コスタリカで森林の生態系サービスの提供を促すための国
家的な支払い制度が 1997 年に設立されたことを契機に，
世界に広く普及した（Börner et al. 2017）。PESプログラム
のよく知られた例として，コスタリカとメキシコの森林保
全を目的とした国家プログラム，米国と EUの農業環境政
策，中国の退耕還林政策などがある（Börner et al. 2017）。
REDD＋においても中心的な手法として PESの仕組みが採
用されている（Angelsen et al. 2018）。
　実施された PESの特徴をみると，他の生態系保全手法と
組合せることが多く，特に「保護地域・開発統合プロジェ
クト（Integrated Conservation-Development Project：ICDP）」
としばしば併用される（Lambin et al. 2014）。プロジェクト
レベルの REDD＋の取組を見ても PESと ICDPを組合せた
ものが多い（Sunderlin and Sills 2012）。ICDPは保護地域に
おける生物多様性保全と地域開発の両立をめざすプロジェ
クトであり，保護地域の森林保全手法として従来から頻繁

に行われてきた。しかし，失敗事例が多く報告されており，
これまで実施された ICDPは期待された効果を上げていな
いという指摘もある（Sunderlin and Sills 2012）。
　PESの森林減少削減への効果については，厳密な影響評
価の研究が少ない上に，それらはコスタリカとメキシコに
集中している。両国の国レベルの PES制度は平均して低
い 効 果 を 示 し て い る（Samii et al. 2014；Börner et al. 
2017）。Samiiら（2014）は PESの森林減少への影響につ
いてシステマティック・レビュー（先行研究の結果を分析・
統合）を行った結果，PESが平均して森林減少率を減らす
ことが示されたものの，その効果はわずかであり，大きな
非効率が伴うことを指摘した。PESの非効率性として，低
い効果に加えて，高い固定費があげられる。というのも，
PESプログラムを立ち上げて管理するには，事前における
森林面積の画定・測定や，規則順守を監視する方法が必要
なため，高い固定費がかかる（Samii et al. 2014）。一方，
Börnerら（2017）のレビューによると，地域レベルでは効
果的な PESの実施例がメキシコ，コスタリカ，ウガンダ
などで報告されている。PESの成功と失敗の要因を特定す
る研究が進み，その成果を基に実施の有無や具体的方法を
検討することが求められる。
3）住民参加型の森林管理
　地域住民の参加を得て森林管理を行う取組は，森林保全
と生計向上の両立を図る手法として，国の施策や国際開発
援助などを通して熱帯諸国で長年推進されてきた。この取
組は，政府や企業では十分に対応できない荒廃林や人工林
などの管理を地域住民の協力を得て行うために推進される
ことが多い。住民参加型の森林管理を示す用語として，「参
加型森林管理（participatory forest management）」「コミュニ
ティ林業（community forestry）」「コミュニティによる森林
管理（community forest management）」「社会林業（social 
forestry）」がほぼ同義で用いられている。
　参加型森林管理の取組が荒廃林再生や人工林管理などの
森林保全に寄与するか否かは，地域住民の権利や管理規則
などにより異なる。一般に，地域住民の「参加」と「ルー
ル作りの自主性」が高まれば，炭素蓄積量と生物多様性は
高まることがわかっている（Lambin et al. 2014）。参加型
森林管理の効果に影響する主な要因として，1人当たりの
森林面積，違法伐採監視などのモニタリングの程度，所有
権の明確さが報告されている（Lambin et al. 2014）。熱帯
地域 10 カ国の実証研究では，大きな森林面積や，森林管
理のルール作成における高度な地域自治は，炭素蓄積量と
生計便益の両方を高めることが示された （Chhatre and 
Agrawal 2009）。
　参加型森林管理は劣化の進んだ森林において森林減少対
策としての効果が期待できるものの，参加型森林管理の設
立や実施が計画通りに進まない状況がしばしば見られる
（山内 2015）。取組を適切に進めるためには，推進側が現
地の事情に合わせる柔軟性を持つこと，住民の森林利用権
を保障すること，地域の能力強化に向けた体制を拡充する
など，地域の参加と自主性を高める基盤を整える必要があ
る（イバラ＝ジェネら 2012）。
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4）森林開発の抑制
　森林地域の開発行為を抑制する取組も主要な対策として
実施されている。ブラジルでは，「大豆モラトリアム」が
業界主導で行われている。ブラジル植物油産業協会
（ABIOVE）とブラジル穀物輸出協会（ANEC）が事務局と
なり，アマゾン地域の森林を伐開した土地で生産された大
豆を加盟業者が購入しないことを両協会が誓約している。
大豆モラトリアムは 2006 年に始まり，2年を期限として 1
～2年毎に更新されてきたが，2016 年に無期限の実施と
なった。取組では，衛星画像などのデータを用いて，大豆
生産と森林減少の関係を継続的にモニタリングしている。
このモラトリアムはアマゾンの森林減少を削減した効果が
認められている（Gibbs et al. 2015；Heilmayr et al. 2020）。
しかしながら，大豆モラトリアムでは，森林法に基づいて
開拓した土地で生産された大豆であっても購入しない対象
となるため，該当する農家は経済的不利益を被っている。
農家側は合法的な開拓地で生産された大豆の取引を認める
よう主張しているが，見直しは行われていない（山口・石
井 2020）。
　インドネシアでは，政府による法的措置として，天然林
と泥炭地の新規開発許可を停止する 2年限定のモラトリア
ムを 2011 年に開始した。その後，森林開発のモラトリア
ムは 2年毎に更新され，最終的に 2019 年に恒久化された。
このような政策は，経済活動を停止することによる損失に
対して相応の財政支援がなければ実現しない。インドネシ
アのモラトリアムは，ノルウェーと 2010 年に結んだ気候・
森林パートナシップによる最大 10 億 USDの支援で行われ
たものである（Government.no 2019b）。インドネシアはま
た 2018 年から油ヤシ農園の新規ライセンスの発行を停止
する 3年限定のモラトリアムを実施し，パーム油生産の拡
大を森林開発でなく既存農園を利用して行う方針を公表し
た（Government.no 2019a）。
5）農産物の環境認証
　農産物の環境認証制度（以下，「認証制度」）を設立する
取組も活発である。これは，木材，コーヒー，パーム油，
大豆などの農産物に対して，環境に配慮した方法で生産・
加工された商品であることを認定する制度である。木材の
認証制度である森林認証は，森林が環境・経済・社会に配
慮した持続可能な方法で管理されていることを一定の基準
に基づいて認証し，認証された森林に由来する木材や木材
製品であることをラベルなどで表示するシステムである。
最 初 に 設 立 さ れ た 森 林 認 証 制 度 は，FSC（Forest 
Stewardship Council：森林管理協議会，1993 年設立）であ
る。FSCは，市民団体と民間企業の関係者が集まり設立さ
れた国際森林認証であり，森林減少への影響を配慮した商
品の生産・加工・流通を行うために多くの関係者が基準な
どを協議して決める「商品に関する円卓会議（commodity 
roundtable）」の草分け的存在である（Lambin et al. 2014）。
その後，同じく国際森林認証として，PEFC（Program for 
Endorsement of Forest Certification Schemes：森林認証制度
相互承認プログラム）が 1999 年に設立された。各国独自
の森林認証制度も設立されており，日本の SGEC（緑の循

環認証会議），マレーシアのMTCC（マレーシア木材認証
協議会），アメリカの SFI（Sustainable Forestry Initiative）
などがある。
　国際森林認証の取組状況をみると，欧州と北米が FSC
の森林認証面積の 84％（2019 年），PEFCの森林認証面積
の 89％（2018 年）を占めており，欧米への集中が顕著で
ある（宮本 2021）。当初の目的は熱帯の森林減少や違法伐
採への対策であったものの，認証森林の大部分は熱帯以外
（特に欧米）に位置している（Ehrenberg-Azcárate and Peña-

Claros 2020）。熱帯地域で森林認証の普及を阻む要因とし
て，認証にかかる高いコスト，貿易障壁，基準順守の難し
さ，関連市場情報を入手し利用する難しさ，そして経済的
利益が明確でないことがあげられる（Ehrenberg-Azcárate 
and Peña-Claros 2020）。
　コーヒー，カカオ，パーム油，大豆などの認証制度は
2000 年以降活発になり，制度の設立やラベルの国際化が
進んだ。コーヒーやカカオについては，レインフォレスト・
アライアンスが 2001 年に認証制度を開始，フェアトレー
ドが 2002 年に国際フェアトレード認証ラベルを始めるな
ど，いくつかの NGOや企業が認証制度を実施しており，
各々独自の基準を定めて運営している。パーム油について
は，RSPO（Roundtable on Sustainable Palm Oil：持続可能
なパーム油のための円卓会議）が 2004 年に設立され，関
連企業，金融機関，NGOが参加して，持続可能なパーム
油の生産と利用を目指す国際的な認証制度を実施してい
る。大豆については，同様の組織として RTRS（Round 
Table on Responsible Soy Association：責任ある大豆のため
の円卓会議）が 2006 年に設立され，南米での大豆生産を
中心に認証制度を推進している。
　認証制度は大規模な生産者ほど認証を取得する能力が高
く，小規模生産者に不利な傾向がある。というのも，制度
は複雑で，コストが高く，小規模面積での適用が難しいた
めである（Edwards and Laurance 2012）。これにより，認証
商品の市場需要が高くなければ，小規模生産者にとって認
証を取得するインセンティブは低く，普及は難しい（日経
ESG 2022）。主要な円卓会議はそのことを認識しており，
小規模生産者の認証取得を支援するための方法を模索して
いる（Lambin et al. 2014d；日経 ESG 2022）。
6）農産物の輸入規制
　森林減少に関わる農産物を輸入規制する取組も行われて
いる。代表的なものは，違法伐採材の輸入規制である。米
国，欧州連合（EU），オーストラリアは，違法伐採された
木材や木材製品の輸入を規制する法律（米国：改正レイシー
法 2008 年施行，EU：EU木材規則 2013 年施行，オースト
ラリア：違法伐採禁止法 2014 年施行）により，違法材の
輸入を抑制する法的措置をとっている。これは木材を輸入
する先進国が行う違法伐採対策として注目されているが，
熱帯の木材輸出国にとっては森林保全効果以上に経済的損
失が大きい取組でもある。というのも，木材生産地である
熱帯奥地の森林地域まで遡って合法性を証明することは，
多大な費用と労力と困難が伴うからである。
　木材セクター以外の輸入規制についても，近年動きがみ
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られる。EUはパーム油の原料である油ヤシの栽培を森林
減少や温室効果ガス排出などで「ハイリスク」と分類して，
パーム油由来のバイオ燃料の使用を 2030 年までに段階的
に禁止する方針を 2018 年に決定した。これはパーム油生
産国に深刻な影響を与えるため，主な生産国であるインド
ネシアとマレーシアは EUの政策を世界貿易機関（WTO）
に提訴し，貿易紛争の解決を申し立てている（インドネシ
ア 2019 年提訴，マレーシア 2021 年提訴：NNA ASIA 
2022）。
　EUのパーム油輸入規制は，違法伐採材の輸入規制と異
なり，特定の農産物（ここではパーム油）の全生産物を輸
入規制の対象とするものであり，森林減少対策や温暖化対
策としての範囲を逸脱した政策と言える。森林減少や違法
伐採に関係しない生産物，即ち森林開発を伴わない農園の
生産物を含めた全パーム油をハイリスクとみなして輸入を
禁止することは，生産国にとっては「風評被害」に相当す
るものであり，大きな経済的被害を引き起こし，貧困拡大
のリスクが高まる。そうなれば，森林減少削減の効果も持
続しないだろう。
7）関連企業への投資抑制
　機関投資家による企業への投資抑制も森林減少対策とし
て実施されている。これは ESG投資という投資行動の一
環である。ESG投資とは，企業の財務情報だけでなく，
環境（Environment）・社会（Social）・ガバナンス（Governance）
の要素を考慮して企業を選別する投資手法である。発端は
国連が支援する責任投資原則（Principles for Responsible 
Investment：PRI，2006 年提唱）であり，機関投資家が投
資の意思決定において ESGの視点を組み込むことを原則
としたもので，2021 年現在 3,826 機関が署名している
（PRI 2021）。日本においても，年金積立金管理運用独立
行政法人が 2015 年に PRIに署名したことを機に，ESG投
資が広がっている（経済産業省 2021）。
　森林減少問題は，環境問題および気候変動の観点から，
ESG投資で考慮する対象として，機関投資家の高い関心
を集めている。具体的には，投資対象から森林減少および
違法伐採リスクの高い農産物に関わる企業を除外する取組
が行われている。例えば，世界最大級の政府系基金である
ノルウェー政府年金基金の運用を担うノルウェー銀行は，
投資先企業に対して，サプライチェーン全体における森林
破壊リスクの影響評価と取組内容の開示を求めるととも
に，森林破壊リスクに関する積極的な働きかけ（建設的対
話，エンゲージメント）を行っている（CDP 2019）。ノル
ウェー銀行はこの取組で 2018 年には，パーム油生産のた
め違法な森林伐採を繰り返す企業 2社と森林減少に関連し
てゴム生産が持続可能でないとして天然ゴム生産業者 1社
を投資対象から外している。
8）現行対策の特徴：農業地代低下策が主流
　現在実施されている森林減少対策は上述したように様々
な形態があるものの，その多くは熱帯奥地の農業地代を下
げることによって森林減少の削減を図る対策といえる。例
えば，保護地域や森林開発の抑制は，熱帯の森林地域にお
ける農業開発を法律や協定などで規制する対策であり，そ

れは熱帯奥地の農業生産量をゼロにする，または減らすこ
とを目指している。農産物の環境認証や輸入規制，関連企
業への投資抑制もまた，熱帯奥地の農業生産量の減少や農
産物価格の低下につながる。このように，現在の森林減少
対策の主流は，熱帯奥地の農業地代を低下させる「農業地
代低下策」とみなすことができる。
　貧困に働きかける森林減少対策としては PESや参加型
森林管理などが実施されている。しかし，これらは住民に
森林減少削減への協力を促すインセンティブとして便益を
与えるものであり，貧困削減に対する効果は通常限定的で
ある。PESについて見ると，コスタリカの PES制度は参
加世帯の所得と福祉に与えた影響が有意でないこと，メキ
シコの PES制度は貧困削減への影響が認められるものの
効果は小さいことが報告されている（Börner et al. 2017）。
さらに，コスタリカの PES制度は多くの貧困世帯にとっ
て参加自体が困難だったことが指摘されている（Samii et 
al. 2014）。参加型森林管理については，地域住民の生計に
与える影響は証拠が乏しく明らかでない。実証データを提
供する研究が非常に少ない上に結果も様々であり，参加型
森林管理が収入増加をもたらすという一貫した証拠は得ら
れていない（Bowler et al. 2010）。
　多くの途上国は環境保護と貧困削減に取り組んでいる
が，森林減少対策として貧困撲滅に本格的に取り組む国は
稀である。それは森林減少削減と貧困削減がトレードオフ
（二律背反）の関係にあり両立しないと考えられているた
めである（Chomitz 2007）。
　現在実施されている森林減少対策の特徴をまとめると，
次の 2点である。第 1に，現行対策の主流は，熱帯奥地の
農業地代を下げる農業地代低下策である。第 2に，貧困に
働きかける対策は PESや参加型森林管理などがあるもの
の，貧困削減への効果は概して限定的であり，本格的な貧
困削減策の実施は稀である。
2．�森林減少対策の比較検討
　現行の森林減少対策は，農業地代低下策を中心に推進さ
れている。貧困削減策は森林減少対策として実施は少ない
ものの，実証研究から効果が認められる。ここでは，両者
について効果と持続性の観点から評価を行い，持続可能な
解決策を検討する（表︲3）。
1）農業地代低下策の評価
　農業地代低下策は，熱帯奥地における農産物の生産量や
価格を低下させることで森林減少削減を図る対策である。
前節で紹介した保護地域や森林開発抑制のように，森林地
域の土地利用を規制する法律や協定を用いて森林伐採行為
を直接制限する取組が代表的である。
　森林減少の削減効果についてみると，保護地域の設定や
森林開発停止のモラトリアムが森林減少の削減に効果的で
あることが報告されている（Andam et al. 2008；Lambin et 
al. 2014；Heilmayr et al. 2020）。森林減少の抑制メカニズ
ムの分析からも，主な直接原因である農業地代を低下させ
ることは森林減少を抑制する効果のあることが示された
（Miyamoto 2020）。したがって，農業地代低下策は森林減
少削減の効果が高いと評価できる。
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　対策の持続性については，結論を先に述べると，「高い
コスト」と「対象国・地域への経済的な悪影響」により，
適切に実施しなければ農業地代低下策の持続性は低くな
る。その根拠は下記の通りである。
　初めに「高いコスト」について述べると，農業地代低下
策の中には，保護地域の設置拡大のように対策の管理運営
に多額のコストを要するものがある（Soares et al. 2010）。
この場合，管理運営を労力および予算的に実現できる範囲
で実施することが肝要であり，過度に広大な面積や厳しい
規制で実施すれば管理運営が行き届かず失敗の可能性が高
くなる。また，高コストの農業地代低下策は，資金が途絶
えると継続できない。対策が停止すれば，削減効果はそこ
で止まり，効果が持続することはない。
　「対象国・地域への経済的な悪影響」についてみると，
農業地代低下策は熱帯奥地の農業活動を制限するため，対
象国・地域の経済や地域住民の暮らしに悪影響を与える可
能性がある。実際，森林減少削減の取組について，地域住
民の権利を脅すことが懸念されている。例えば，森林資源
の利用制限，特に保護地域における厳しい制限は，森林を
主な生活基盤とする地域住民の利用権が保証されなけれ
ば，彼らに深刻な悪影響をもたらす（Larson 2011）。不利
益を被った人々全てに経済的補償が届くわけではないた
め，森林の利用制限による高いコスト（機会費用）を地域
住民が負うことになる（Poudyal et al. 2016）。こうした懸念
が高まり，REDD＋においても社会的リスクを軽減するセー
フガードが議論されるようになった（UN-REDD 2021）。対
象国・地域の経済的不利益や貧困が増大すれば，持続性の
低い対策となるのは必至である。
　農業地代低下策について貴重な教訓となるのが，ブラジ
ルの近年の動向である。ブラジルは 21 世紀初頭に政府の
強いイニシアティブのもと保護地域やモラトリアムを推進
した結果，アマゾンの森林減少率は 2004～2012 年に大幅
に失速した（Arima et al. 2014）。しかし，後に大豆生産者・
牧畜業者・木材業者が協定や法律を回避する方法を見つけ
るなどの反動が起こり，2012 年以降の森林減少率は増加
傾向に転じたことが報告されている（Carvalho et al. 
2019）。さらに，2019 年の政権交代により，それまでの強

い保護政策が開発重視へと方向転換した。その結果，同年
にノルウェーとドイツはアマゾン基金への資金提供を停止
している。このようなブラジルの動向が示すように，厳し
い規制により農業地代低下策を過度に行うことは，国内の
不利益を増大させ，反動反発を強めることになり，対策が
持続しない結果を招く。
　森林伐採規制を強める農業地代低下策が起こす別の問題
として，商品作物の農地開発が規制の緩い国や地域に移転
するというリーケージも懸念される（le Polain de Waroux 
et al. 2016；Börner et al. 2017）。
　農業地代低下策についてまとめると，森林減少を削減す
る効果は高く即効性もあるという利点がある一方で，高コ
ストと対象国・地域への社会経済的な悪影響を考慮して適
切に実施しなければ持続性は低いという難点がある。
　農業地代低下策を持続可能な対策にするためには，①管
理運営がコスト的に実現可能な範囲（予算と労力ともに），
②対象国・地域に社会経済的な悪影響を与えない範囲（特
に貧困を増加させない範囲），この両方を満たす範囲を明
らかにして，環境保全と社会福祉のバランスがとれた適正
範囲（規模と程度）で実施することが重要と考えられる。
2）貧困削減策の評価
　貧困削減策は，対象国・地域の貧困を削減することで森
林減少を防止する対策である。その内容は貧困層の所得向
上策や社会福祉の充実などであり，具体例としては貧困層
への収益性の高い農地の提供，農業収益性を向上させる支
援（例：品種改良した苗や肥料の提供），農産物輸出の促進，
教育支援，医療支援などがあげられる。現状では，森林減
少対策として本格的な貧困削減に取り組む国や地域は非常
に少ない。
　森林減少の削減効果についてみると，マレーシア研究の
結果から，貧困削減は短期的に森林減少を起こすこともあ
るが，長期的には森林減少をほぼ停止するまで削減し続け
る効果が認められた（Miyamoto et al. 2014）。また同研究
から，輸出指向の高収益な農業（油ヤシ農園）と林産物輸
出の増加が貧困削減に大きく貢献したこと，それが森林減
少の失速につながったことが示された。これは，経済のグ
ローバル化が森林増加を促すことを報告した先行研究

表︲3．森林減少対策の評価
農業地代低下策 貧困削減策

特徴 熱帯奥地の農業地代を低下させる対策 対象国・地域の貧困率を低下させる対策

対策例

・保護地域の拡大
・森林開発の抑制
・農産物の環境認証
・農産物の輸入規制
・企業への投資抑制
（多くの現行対策）

・貧困層へ収益性の高い農地の提供
・農民の農業収益性を向上させる支援
・医療福祉の充実
・教育支援
（貧困層の貧困克服と自立を支援する対策）

効果 高い，即効性がある 高い，根本的解決の効果がある

持続性

低くなるリスクあり 高い
・ 「高コスト」と「対象国・地域への社会経済的な悪影響」に注意し
なければ，持続性は低い

・ 対象国・地域にとって利益があるため，国内に反動反発が起こりに
くい

・貧困率が大幅に低下すれば，対策終了後も効果は持続

結論 ・効果は高いが，持続性に問題あり
・実施には，コストと社会経済的影響を考慮する必要がある

・効果と持続性いずれも安定して高い
・世界の森林減少対策の主軸を貧困削減策に置くことが肝要
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（Lambin and Meyfroidt 2011；Li et al. 2017；Singh et al. 
2017）と整合性のある結果である。さらに，森林減少の抑
制メカニズムの分析からも，主な根本原因である貧困を削
減することは森林減少を抑制する効果のあることが示され
た（Miyamoto 2020）。したがって，貧困削減策は森林減少
を削減する効果が高いと評価できる。
　次に，対策の持続性はどうか。結論を先に述べると，貧
困削減策の持続性は高い。というのも，貧困削減策は対象
国・地域の人々にとって大きな利益があるため，国内に反
発や反動が起こりにくい。さらに，貧困率が大幅に低下す
れば，貧困対策が終了した後も森林減少の削減効果が持続
することを，マレーシア研究は示している（Miyamoto et 
al. 2014）。
　持続性を考える上で欠かせないコスト面について見てお
きたい。貧困削減策の中にはコストの高い取組もある。マ
レーシアの FELDAが行った土地開発事業は相当な資金を
必要とした。貧しい人々が貧困を脱するための収入源とな
る高収益な農園を開発して貧困層に提供することは，かな
りの初期投資がかかる。その点について，FELDAは開発
費の多くを入植者からの返済により回収した。入植者は農
産物の生産が始まると，その収益から開発費を FELDAに
長い年数をかけて返済する仕組みができていた（堀
井 1998）。入植者は負債を返済し終えると，種々の規制は
あるが一定の土地所有権なり土地保有権を取得できる（堀
井 1991）。FELDAの事業は，高コストの土地開発事業で
あっても，高収益な農地を得る入植者から返済の目途が立
つことを示した。貧困層が貧困状況を克服するには生活を
支える基盤が必要であり，その初期投資を担うのは政府の
重要な役割である。貧困削減策は基盤整備に費用がかかる
としても，それにより受益者が安定した収入を得ることが
できれば，彼らから一定の回収が可能であり，コスト的に
も持続可能な対策となりえる。
　貧困削減策の評価をまとめると，森林減少の削減効果に
ついては，即効性は必ずしも高くないが，長期的には森林
減少を失速させ停止に導く効果が認められる。対策自体の
持続性も高い上に，貧困が十分に削減されれば，対策終了
後も森林減少の削減効果が持続する。このように，貧困削
減策は森林減少を防止する効果と持続性がいずれも安定し
て高いことから，森林減少の有効な解決策として期待できる。
　森林減少の防止に有効である貧困削減策とは具体的にど
のようなものか，その方向性を示していきたい。森林減少
の発生・抑制メカニズム（Miyamoto 2020）と半島マレー
シアの森林減少が失速した原因（Miyamoto et al. 2014）の
研究を踏まえると，森林減少の解決には，対象国・地域の
貧困率を低下させるような全域的かつ本格的な貧困削減策
が重要である。それは，貧困層への一時的な便益供与や，
森林周辺の住民に対する局所的な貧困対策だけでは不十分
であることを意味する。森林から離れた所に住む貧困層ま
で含めることは過度な範囲にも見えるが，これらの研究が
示唆するものは全域的な貧困削減策である。その対象範囲
が妥当と考えられる理由は，人間の移動である。熱帯にお
いて森林地域への自発的な移住や政策的な移住は珍しくな

く，その他に伐採目的などで短期的に森林地域へ入って来
る労働者も多々見られる。国内や地域内は移住や労働移動
しやすい範囲と言える。このような人口移動や労働移動を
考慮すると，全域的な対策は十分に妥当性がある。
　森林減少の防止には，対象国・地域の全域における貧困
層を広く対象として，彼らが貧困を克服して自立することを
目指す対策が有効と考えられる。このような貧困削減策を
推進するには，政府が主導的役割を果たすことが不可欠で
ある。これについて参考になるマレーシアの1971～1990 年
の貧困対策を見ていきたい。マレーシア政府は1971～1990
年を対象にした第一次長期計画（OPP1：Outline Perspective 
Plan 1）と新経済政策（NEP：New Economic Policy）を策定
し，貧困撲滅と民族間・地域間格差の是正を第一義の目的
と定めて，多岐にわたる貧困削減戦略を実施した（国際協
力銀行 2001）。国家予算の開発支出合計に占める貧困対策
費の割合は 1971～1980 年 30％以上，1981～1985 年 24％，
1986～1990 年 26％である（国際協力銀行 2001）。長期に
わたる本格的な貧困対策の結果，国の貧困率は 1970 年の
49％から 1990 年には 17％へと低下し，大幅な貧困削減が
実現した（国際協力銀行 2001）。同国の貧困対策には，土
地開発事業をはじめとする農業支援の他に，医療支援や教
育支援など多角的な施策が含まれる。例として医療制度を
取り上げると，政府が資金提供する公的医療制度は全国民
に適用され，保健省が管理する政府系医療施設において外
来診察料・検査・投薬の費用は 1 RM（約 30円），入院後
の治療費は 5 RMなど，国民は極めて安価に医療サービス
を受けられる（高山ら 2018）。対照的に，インドネシアで
は 2014 年に国民皆保険制度が導入されるまで，全国民を
対象とした医療保険制度は整備されていなかった。インド
ネシア調査地において，医療費を支払うためにゴム農家が
農園を売却する事態が起きていたことは前述の通りである
（宮本 2006）。貧困層に対する医療支援の欠如が，医療費
目的の農地売却を招いた一因であることは疑いない。貧困
削減の実現には，農業支援・医療支援・教育支援など総合
的な社会基盤を貧困層に提供することが欠かせない要件と
言える。このような対策の主導は政府の役割であり，政府
が貧困をなくすための長期的な計画と多角的な戦略をもっ
て実効性のある施策を展開していくことが推進の要となる
だろう。

V．熱帯林減少の持続可能な解決策

　先行研究と著者の実証研究を基に，熱帯林減少を防止す
る持続可能な解決策について，結論および提案を下記に示す。
　1 ．貧困削減は森林減少解決の道を開く突破口になりえる。
　1.1　貧困を削減する対策は，即効性は必ずしも高くな
いが，森林減少をほぼ停止するまで失速させる効果が認め
られる。
　1.2　貧困削減策は持続性が高い上に，貧困が十分削減さ
れれば，対策の終了後も森林減少を抑える効果が持続する。
　2．現在実施されている森林減少対策の多くは，熱帯奥
地の農地収益性を下げる「農業地代低下策」である。
　2.1　農業地代低下策は，即効性もあり森林減少削減の
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効果が高いものの，コストの高さと対象国・地域への社会
経済的な悪影響に注意しなければ持続性は低くなる。
　2.2　現行の森林減少対策が大きな成果を上げていない
だけでなく，該当地域で悪影響が懸念されるのは，取組が
農業地代低下策を中心に進められているためである。
　3．世界の森林減少対策は抜本的変革が求められている。
これまでの「農業地代低下策」中心の取組を改め，対策の
主軸を「貧困削減策」に置くことが肝要である。
　3.1　森林減少の根本的解決につながる貧困削減策を森
林減少対策の中心に据えて，取組を進めることを提案する。
　3.2　農業地代低下策を行う必要があれば，管理運営がコ
スト的に実現可能な範囲や，対象国・地域に社会経済的な
悪影響を与えない範囲を明らかにして，環境保全と社会福
祉のバランスがとれた適正範囲で実施することを提案する。
　4．森林減少の解決に有効な貧困削減策について，方向
性を下記に示し提案する。
　4.1　森林減少の防止には，対象国・地域の貧困率を低
下させるような全域的かつ本格的な貧困削減策が持続可能
な解決策となりうる。
　4.2　貧困削減策の対象については，森林周辺の住民を
はじめ，国や該当地域の全域における貧困層を広く対象と
することが重要である。
　4.3　貧困削減策の目標については，貧しい人々の生計
に追加的な利益を与えるだけでなく，彼らが貧困を克服し
自立することを目指す対策である。
　4.4　貧困削減策の内容については，貧困層に向けた基
盤整備，すなわち農業・医療・教育などを含めた総合的な
社会基盤を貧困層に提供することが不可欠である。
　4.5　このような貧困削減策を推進するには，政府が貧
困撲滅に向けた目標設定と長期的多角的な計画立案のもと
実効的施策を展開することが肝要である。
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